
川崎市民間保育所等開設時入園前健康診断手当補助金交付要綱 

２２川市保第３１３６号  

平成２３年２月２１日付市長決裁  

（目的） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第４項の規定に

基づき設置する保育所（以下「保育所」という。）並びに就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「認定こ

ども園法」という。）第３条第１項又は第３項の規定に基づき認定を受ける認定こども

園を構成する保育所等及び同第１７条の規定に基づき設置する幼保連携型認定こども

園（以下「認定こども園」という。）の開設時に、入園前健康診断に要する費用につい

て補助するため、必要な事項を定めるものとする。 

 （補助の対象及び金額） 

第２条 補助の対象は、保育所及び認定こども園の開設時に、子ども・子育て支援法（平

成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第１９条第１項第２号及び第３号に該当

する新入園児に対し健康診断を実施する際の嘱託医への報酬とする。 

２ 補助金額は、各保育所及び認定こども園の予定する法第１９条第１項第２号及び第３

号の定員（以下「定員」という。）に基づき、次の各号の金額（所要額がこれを下回る

場合は所要額）とする。ただし、前項に規定する保育所の開設が、川崎市保育園の民

間移管による場合、認可外保育施設を保育所とする場合及び認定こども園法第３条第

１項又は第３項の規定に基づき認定を受ける認定こども園が同法第１７条の規定に基

づき幼保連携型認定こども園の認可を受ける場合において、３０人を超える定員増が

ない場合は、補助金額について「川崎市保育所子どものための教育・保育給付費等支

給要綱（２７川市保第７８号）」又は「川崎市認定こども園（保育認定）子どものため

の教育・保育給付費等支給要綱（２７川市子推第５４２号）」の別表に定める入園前健

康診断手当の規定を適用し、３０人を超える定員増がある場合の補助金額は、当該定

員増分の人数をもって、次の各号の金額とすることができるものとする。 

（1） 定員４０人以下施設 ３２，１００円 

（2） 定員４１人～６０人施設 ４２，８００円 

（3） 定員６１人～９０人施設 ５３，５００円 

（4） 定員９１人～１２０人施設 ６４，２００円 

（5） 定員１２１人～１５０人施設 ７４，９００円 

（補助金の申請） 

第３条 この要綱に定める補助金の交付を受けようとする者は、健康診断実施後、民間保

育所等開設時入園前健康診断手当補助金交付申請書（第１号様式）に必要書類を添え

て、市長に提出するものとする。 

  （交付決定） 

第４条  市長は、前条の規定による交付申請があったときは、これを審査の上、交付の 

可否を決定し、申請者に通知するものとする。 

 （交付決定の取消し及び返還命令） 



第５条 市長は、補助金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると認めると

きは、補助金の交付決定の全部又は一部を取消すとともに、当該取消しに係る部分に

関し、既に補助金が交付されているときは、期間を定めて、その返還を命ずるものと

する。 

（1） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（2） 補助金を他の用途に使用したとき。 

（3） 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令等に基づき市長が行

った指示もしくは命令に違反したとき。 

附 則 

  この要綱は、平成２３年２月２１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年２月１日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、平成２６年２月１日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、平成２７年２月１日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、平成２８年３月３１日から施行し、平成２８年２月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年３月３１日から施行し、平成３１年２月１日から適用する。 


